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　In order to detect the train position and existence area in the radio train control system, the on-board train po-
sitioning and train integrity system by the combination of inertial sensors and tachometer generators have been 
developed. In this system, curves and ramp excursions which are registered as track distinctive point on-board 
database are used for detecting the train position and calculating the train length. Additionally, the occurrence of 
train split can be detected by the difference of the acceleration between the head vehicle and the tail vehicle. The 
running test using fail-safe processors equipped with these functions shows the feasibility of this system. 
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１．はじめに

　近年，地上設備の削減や，より柔軟な列車間隔制御を

目的として，無線を用いた列車制御システムの導入が進

んでいる１）２）。これは，車上での位置検知に基づいて間

隔制御を実施する点が従来の保安システムとは異なって

おり，車上における在線範囲の管理が重要な要素となっ

ている。列車在線範囲の管理機能としては，欧州の列車

制御システムの規格である ETCS Level 3３）でもトレイ

ンインテグリティとして要件定義されているが，列車の

最後尾位置の把握のために列車長を算出する機能と，列

車分離を検知する機能がある。本稿においても，列車長

算出機能と列車分離検知機能を合わせて，列車完全性管

理と定義する。

　鉄道総研では，車上での列車位置検知および列車完全

性管理のため，慣性センサと速度発電機を併用した車上

列車位置検知・列車完全性管理システムについて開発を

進めている。このシステムにおける車上列車位置検知の

ため，滑走・空転の検知４）と，曲線・勾配変化などの線

路特徴点検知を用いた車上位置検知機能を開発した５）６）。

また，列車完全性管理機能として，線路特徴点検知によ

る位置検知を活用した列車長算出機能５）と，先頭車両

と最後尾車両に生じる加速度の比較により列車分離を検

知する機能７）を開発した。

　上記の機能についてフェールセーフ CPU を搭載した

ハードウェアに実装し，走行試験により機能の有効性と

実現性を確認した。本稿ではこれらの機能の概要と試験

の結果について報告する。

２．車上列車位置検知

2. 1　滑走・空転検知および補正

　速度発電機の出力による積算距離をベースに，慣性セ

ンサを併用して滑走・空転を検知して補正する構成とす

る。以下，滑走・空転の検知および補正論理の概要につ

いて述べる。

　速度発電機の出力を基に算出した加速度 aP と，慣性

センサで計測した進行方向加速度 am を比較し，その差

がしきい値 Ta 以上となる場合，すなわち下式を満たす

場合に滑走・空転の発生を検知する。

  a a Tm p a− >          (1)

　ただし，勾配などの傾きがある箇所では慣性センサで

計測する加速度に重力加速度が加わることから，進行方

向加速度の計測において重力加速度の成分を取り除く必

要がある。
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　ここで，勾配走行中に慣性センサで計測される進行方

向加速度と重力加速度 g の関係を図 1 に示す。勾配の角

度を θ とすると，慣性センサで計測する加速度に対して，

重力加速度の進行方向成分である gsinθ が加減算される

こととなる。勾配 θ については，滑走・空転を検知して

いない状態での速度発電機の加速度と，同時に計測した

慣性センサの加速度の差から算出することができる。

　滑走・空転を検知すると，その直前の地点を基準とし

て慣性センサの加速度による速度補正および積算距離の

算出を行う。

図１　慣性センサで計測される加速度成分
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2. 2　線路特徴点による位置検知

2. 2. 1　手法

　慣性センサと速度発電機を併用して，曲線や勾配変化

を線路特徴点として検知して位置補正を行う。本システ

ムは保安システムへの適用を想定するものであり，誤検

知を防ぐため，ひとつの線路特徴点あたり複数箇所にて

照合を行う。照合する箇所は，あらかじめ車上データベー

スに登録しておき，慣性センサと速度発電機による計測

値との比較・照合により位置検知および位置補正を行う。

2. 2. 2　曲率の算出

　線路特徴点を検出するために使用する曲率 κ [1/m] は
以下の式により算出される。

  κ ω= / v            (2)

　なお，式 (2) の v は速度発電機による走行速度 [m/s]
である。ω は，曲線の場合はヨー角速度 [rad/s]，勾配変

化（縦曲線）の場合はピッチ角速度 [rad/s] であり，慣

性センサにより計測される。

2. 2. 3　線路特徴点の検知・位置補正の手段

　線路特徴点の検知および位置補正の手順を図 2 に示

す。列車位置については速度発電機の積算距離をベース

とし，2.1 節に示した滑走・空転検知論理を使用する。

　列車がデータベースに登録された線路特徴点照合区間

の入口にある検知開始点に到達すると，直線区間の判定

を開始する。曲線区間では，曲線長と曲率をデータベー

スの登録値と照合する。照合の結果，両者の一致が確認

されると，車上で認識している位置とデータベース上の

位置を比較して，位置補正量を決定する。曲線終了後の

直線区間にて出口直線を判定し，位置補正を実施する。

　曲線通過前の直線区間，曲線の曲率と曲線長，曲線通

過後の直線区間の複数区間の照合を実施することで誤っ

た特徴点での補正を防止している。

図２　線路特徴点の検知・位置補正
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３．列車完全性管理

3. 1　トレインインテグリティの要件

　欧州の ETCS Level 3 において，トレインインテグリ

ティが定義されており，この中では，列車の編成長を把

握した上で，全車両が揃っており，列車の分離がないこ

とを常時監視することがシステムの要件となっている。

　また，列車検知に車上での位置認識を使用しているシ

ステムでは，列車の間隔制御や踏切などにおける列車通

過判定のため，列車の先頭位置と最後尾位置を在線範囲

として管理する必要がある。最後尾位置は，列車の先頭

位置に編成長（列車長）を加えた位置により管理できる

ことから，列車長算出機能が重要となる。列車分離につ

いては，システムが認識している在線範囲外に車両が遺

留されている可能性があることから検知が重要とされて

いる。

　なお，列車分離については，列車走行中に常時監視す

る必要があるが，列車長については，一度検知すると組

成に変更が生じるまで算出は原則不要である。列車長を

算出する箇所については，例えば，車両基地から出区前，

および，分割併合がある駅・停車場構内の分岐，などが

考えられる（図 3）。
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3. 2　システム構成

　先頭車両と最後尾車両に速度発電機と慣性センサを併

用した車上位置検知システムを適用することで，列車長

算出および列車分離検知を行うことが可能となる。シス

テム構成については，図 4 に示すように，システムを適

用する編成に応じて，電車列車構成と，客車・貨物列車

構成が想定される。

　電車列車構成は，先頭車両だけでなく最後尾車両にも

速度発電機がある場合の構成であり，先頭車両と最後尾

車両に同じ装置を設置する。この場合，先頭車両と最後

尾車両で独立して処理を実施し，最後尾車両の処理結果

を先頭車両に伝送することとなる。

　一方，客車・貨物列車構成は，速度発電機は先頭車両

にのみ搭載されている場合の構成であり，先頭車両には

システムの処理装置と慣性センサおよび伝送装置を設置

し，最後尾車両には慣性センサと伝送装置を設置する。

最後尾車両では慣性センサのデータを取得し，先頭車両

に伝送して，先頭車両で処理を実施する構成となる。

　最後尾車両から先頭車両への伝送については，車両間

に有線の伝送路がある場合はそれを利用することが可能

であるが，有線伝送路がない場合は，無線伝送の使用を

想定する。

図３　列車長算出箇所と列車分離検知
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図４　システムの構成
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3.3 列車長算出 

先頭車両と最後尾車両が同じ地点を通過したことを検

知できる場合，同じ地点を先頭車両が通過した後に最後

尾車両が通過するまでの間に走行した距離から列車長を

算出することができる。ここで，時刻tにおける先頭車

両の列車位置をp(t)とし，先頭車両がある地点Pを通過す

る時刻をth，最後尾車両が地点Pを通過する時刻をtt，最

後尾列車の車両長をLCとすると，列車長Lは次式にて表

される。 
 

  𝐿𝐿 = 𝑝𝑝(𝑡𝑡t) − 𝑝𝑝(𝑡𝑡h) + 𝐿𝐿C (3) 
 

なお，最後尾列車の車両長Lcについては，センサの設置

位置によらずに同じ値となる5)。 
列車長算出における同じ地点Pの通過検知に，慣性セ

ンサと速度発電機の併用による特徴点検知による位置補

正の手法を適用することが可能である。図5に示すよう

に，先頭車両と最後尾車両が検知する同じ地点として，

曲線を選択することとなる。 
列車長を算出するため，最後尾車両で検知した線路特

徴点，もしくは，慣性センサで計測した角速度とGPS時
刻が先頭車両に伝送される。列車長は，本線に進入する

までの時間内に算出される必要があるが，電文が未達な

どの理由で列車長が算出できない場合には，線区ごとに

事前に設定した最大列車長となる。 
 

 
図 5 線路特徴点検知による列車長算出の概要 
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3. 3　列車長算出

　先頭車両と最後尾車両が同じ地点を通過したことを検

知できる場合，同じ地点を先頭車両が通過した後に最後

尾車両が通過するまでの間に走行した距離から列車長を

算出することができる。ここで，時刻 t における先頭車

両の列車位置を p(t) とし，先頭車両がある地点 P を通

過する時刻を th，最後尾車両が地点 P を通過する時刻を

tt，最後尾列車の車両長を LC とすると，列車長 L は次式

にて表される。

  L p t p t L= − +( ) ( )t h C          (3)

なお，最後尾列車の車両長 Lc については，センサの設

置位置によらずに同じ値となる５）。

　列車長算出における同じ地点 P の通過検知に，慣性セ

ンサと速度発電機の併用による特徴点検知による位置補

正の手法を適用することが可能である。図 5 に示すよう

に，先頭車両と最後尾車両が検知する同じ地点として，

曲線を選択することとなる。

　列車長を算出するため，最後尾車両で検知した線路特

徴点，もしくは，慣性センサで計測した角速度と GPS
時刻が先頭車両に伝送される。列車長は，本線に進入す

るまでの時間内に算出される必要があるが，電文が未達

などの理由で列車長が算出できない場合には，線区ごと

に事前に設定した最大列車長となる。

図５　線路特徴点検知による列車長算出の概要
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3. 4　列車分離検知

　慣性センサを利用した進行方向加速度の監視による列

車分離検知手法の構成を図 6 に示す。本手法では，後尾

側の車両に設置した慣性センサの進行方向加速度と，先

頭側に設置した慣性センサまたは速度発電機の加速度を

常時比較する。通常，組成されている車両は一体となっ

て移動しているため加速度差は生じないが，列車分離が

発生し，それに伴う大きな衝撃や加速度差が検知された

場合に，分離を検知する。

　列車分離検知では，最後尾車両の慣性センサで計測し

た前後加速度および GPS 時刻が伝送される。列車分離を

検知すると非常停止などの取扱いが必要となるため，列

車長算出とは異なり，無線を用いた列車制御システムで

使用されているものと同等の仕様の伝送が要求される。

図６　加速度差による列車分離検知の概要
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４．走行試験による機能確認

4. 1　試作装置

　車上位置検知・列車完全性管理システムの機能確認

にあたって，図 7 に示す装置を試作した。図 7(a) は先

頭車両または電車列車の最後尾位置車両に搭載する装置

であり，図 7 (b) は客車・貨物列車構成の最後尾車両に

搭載する装置である。図 7(a) の装置は処理部に搭載し

たフェールセーフ CPU にて演算を行う。図 7(a)(b) 両
方の装置に共通して，慣性センサと時刻同期のための

GPS アンテナ・受信機，および，情報伝送用の無線機

を有する。

4. 2　試験装置構成

　試作装置における試験装置構成を図 8 に示す。

　電車列車構成の場合は，図 8(a) に示すように，先頭

と最後尾の車両に処理部および慣性センサを設置する。

列車長を算出する際は，最後尾車両にて線路特徴点を検

知し，検知時刻と線路特徴点を先頭車両に送信する。
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時的に超過したこと等が原因となっていた。

　なお，位置補正失敗の場合は，仮想的な列車在線範囲

に余裕を持たせる処理を行うことで，危険側とならない

対策とすることが可能である。

図９　位置補正結果の一例
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表１　位置検知・位置補正機能の確認

線路特徴点総数 741
線路特徴点検知（位置補正実施） 699
線路特徴点での検知失敗 42
位置補正実施率 94.3%

4. 3. 2　列車長算出

　6 両編成の電車列車（列車長 120m）の先頭車両と最

後尾車両に装置を設置して電車列車構成と客車・貨物列

車構成で走行試験を実施し，線路特徴点ごとに列車長を

算出した。その結果を図 10 に示す。

　図 10 からは，算出した列車長は，真値である 120m
を中心として，109 ～ 129m の範囲内に収まるよう分布

していることが確認できる。なお，算出列車長の誤差に

ついては，センサの精度に限らず処理装置の取り込み周

期や線路特徴点検知の誤差によっても生じる。これらの

誤差発生要因および，走行速度に最高 130km/h を想定

した場合の誤差を表 2 にまとめる。表 2 に示した誤差を

合計すると，最大± 13m 程度の誤差が生じることが想

図 10　列車長算出結果
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定される。この誤差については，図 10 の走行試験結果

における誤差の発生範囲とも合致している。

4. 3. 3　列車分離検知

　列車分離検知については，客車・貨物列車構成を対象

とした。列車走行中に，最後尾車両のユニットを強制的

に傾けることで最後尾車両の前後加速度を変化させ，疑

似的に列車分離を模擬する試験を実施した（図 11）。そ

の結果，前後加速度差が設定閾値を超え，列車分離が検

知できることを確認した。列車分離を検知した前後の各

車両の加速度，加速度差およびシステムによる分離検知

結果を図 12 に示す。

　なお，図 12 において，前後車両間の加速度差が分離

検知閾値を超えてから，分離検知フラグにて分離検知が

認識されるまで約 2 秒程度の遅延があるが，これは加速

度計測値の異常処理を除去するために実施している 1.5
秒の移動平均の半分である 0.75 秒と，伝送や処理に伴

う遅延が含まれていると考えられる。

表２　列車長算出における最大誤差

誤差要因 130km/h 時の誤差

データ取込み周期（100ms） ± 3.61 m
車両ごとの処理開始時間差 ± 3.61 m
移動平均処理（1.5 秒） ± 0.78 m
センサ検出誤差 ± 5 m
合計 ± 13 m

図 12　列車分離の検知

図 11　列車分離模擬試験
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図 13　慣性センサを併用したシステムの機能

　また，擬似的に列車分離を模擬した箇所以外では，列

車分離を検知しないことを確認した。

５．列車位置検知・完全性管理システムの提案

　速度発電機と慣性センサを併用した車上位置検知・列

車完全性管理システムでは，慣性センサと速度発電機を

併用した装置により図 13 に示す 4 つの機能が実施でき

る。すなわち，速度発電機と慣性センサを併用した車上

位置検知・列車完全性管理システムを導入することで，

地上子によらない位置検知機能に加えてトレインインテ

グリティの要件を満たすことが可能となる。

　車上位置検知を要件とする列車制御システムにおいて

地上子を削減するだけでなく，車上での列車在線把握に

関する要素技術をひとつの車上位置検知システムで実現

するため，全体としてのコスト削減を図ることができる

と考えられる。

６．おわりに

　本報告では，無線を用いた列車制御システムなど，車

上における位置検知と在線範囲の特定が重要となるシス

テムを対象として，速度発電機と慣性センサを併用した

車上位置検知・列車完全性管理システムの開発について

述べた。車上位置検知機能として，滑走・空転検知およ

び線路特徴点検知による位置補正手法について提案し

た。列車完全性管理機能として，線路特徴点検知を用い

た列車長算出と，先頭車両・最後尾車両間の加速度差を

用いた列車分離検知手法を提案した。車上位置検知・列

車完全性の両機能について走行試験を実施して機能を確

認したところ，所期の性能が確認された。本システムの

車両基地

① 滑走・空転検知
・位置補正

② 線路特徴点検知による
位置検知・補正

③ 線路特徴点を利用した列車長算出
（在線範囲の特定）

④ 列車分離検知

適用により，無線を用いた列車制御システムにおける位

置補正地上子の削減と適用線区の拡大が見込まれる。
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